
1

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

512 施策 資源を大切にする社会システムの形成

資源リサイクル事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

1

市民ニーズ、社会的役割 ・ＩＴ化により新聞等の紙媒体の発行部数が減少することで回収量も減少傾向
にあり、さらに、少子高齢化による子供会の解散等により団体数が減少傾向
にある。実施団体の解散時には、自治会等で引き続き取り組んでもらえる様に
呼びかけている。
・事業課と連携し新築マンションへの集団回収実施の呼びかけ、廃棄物減量
等推進員、自治会への働きかけを行う必要がある。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
再生資源集団回収実施団
体に対する報償金交付事業

環境政策室
自治会や子供会等の再生資源集団回収実施団体に対して報償金を
支給することで、ごみ減量、資源の有効利用並びにごみ問題の意識
向上を図る。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

52,937
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・ごみ減量、再資源化に対する市民等の自主活動を強化・拡大し、市民や事
業者に対する意識の向上を図っている。
・今後も、継続的な啓発活動の必要がある。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
ごみ減量・再資源化啓発

事業
環境政策室

ごみの減量や再資源化に対する市民や事業者の意識の向上、自主
活動の強化・拡大を図るため、ごみ減量・再資源化活動の啓発を行
う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

279
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 市民のごみ減量及び再資源化に対する意識向上を図る重要な施策と考えて

いるが、地区によっては自治会役員の充て職となっており、積極的・継続的な
活動をしていただけないという課題がある。令和元年度からは課題解決のた
め、地区連合自治会に推進員の推薦を依頼する際に、「積極的に活動いただ
ける方５名以上」の推薦をお願いした。更なる自主的活動の推進を図っていく
必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

③ 廃棄物減量等推進員事業 環境政策室
ごみの減量や再資源化等を推進する人材を育成し、地域での分別収
集の指導・啓発等の自主的活動を推進する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

195
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

施設認知度の向上、集客力の強化、賛同者の獲得、行動への啓発を基本方
針とした中期計画を策定し、年度ごとに、ＰＤＣＡマネジメントサイクルにより事
業評価と進行管理を行うことで、効果的な施策の展開を図っている。

令和 元 年度

継続

実施区分

④
資源リサイクルセンター事

業
環境政策室

資源リサイクルセンターを拠点として、循環型社会を構築するための
多様な活動を進める。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

50,447
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

現計画の「市民一人あたりのごみ排出量」及び「リサイクル等」の目標達成が
厳しい状況にある中、目標達成に向けた具体的な施策の設定が喫緊の課題
となっている。また、本計画見直しに際し、食品ロス削減計画の作成、プラス
チックごみ削減の具体的施策を加え実効性のある計画としていく必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑤
一般廃棄物処理基本計画

見直し事業
環境政策室

廃棄物処理法に基づき、廃棄物の発生抑制、再生利用、適正処理を
計画する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課


